
 

別紙２ 

予 備 免 許 の 概 要 

無 線 局 の 種 別 衛星基幹放送局（５局） 

免 許 人 株式会社放送衛星システム 

無 線 局 の 目 的 基幹放送用 

基 幹 放 送 の 種 類 超高精細度テレビジョン放送 高精細度テレビジョン放送 標準テレビジョン放送 超短波放送 データ放送 

電 波 の 型 式 

並 び に 

周 波 数 及 び 

空 中 線 電 力 

・３４Ｍ５Ｇ７Ｗ   

１１．７２７４８ＧＨｚ １１．７６５８４ＧＨｚ １１．８０４２ＧＨｚ １１．８４２５６ＧＨｚ １１．８８０９２ＧＨｚ  

１１．９１９２８ＧＨｚ １１．９５７６４ＧＨｚ １１．９９６ＧＨｚ  １２．０３４３６ＧＨｚ １２．０７２７２ＧＨｚ  

１２．１１１０８ＧＨｚ １２．１４９４４ＧＨｚ 

・３４Ｍ５Ｄ７Ｗ  ※超高精細度テレビジョン放送に限る。 

１１．７２７４８ＧＨｚ １１．７６５８４ＧＨｚ １１．８０４２ＧＨｚ １１．８４２５６ＧＨｚ １１．８８０９２ＧＨｚ  

１１．９１９２８ＧＨｚ １１．９５７６４ＧＨｚ １１．９９６ＧＨｚ  １２．０３４３６ＧＨｚ １２．０７２７２ＧＨｚ  

１２．１１１０８ＧＨｚ １２．１４９４４ＧＨｚ 

 

１２０Ｗ   最大等価等方輻射電力 ８５０ｋＷ（注） 

１秒におけるシンボル数  

３３.７５６１Ｍｂａｕｄ（超高精細度テレビジョン放送の場合） 

２８.８６０Ｍｂａｕｄ（超高精細度テレビジョン放送以外の場合） 

（注）この周波数の使用は、国際調整の結果を遵守すること。 

〇 予備免許に当たっては、インフラコストの低減化やインフラコストの透明化などの実効性を確保するため、電波法第１０４条の２第１項の規定により、以

下の条件を付す。 

衛星基幹放送事業者の負担額の低廉化、衛星基幹放送事業者への情報開示等免許申請時に提出した事業計画を遵守すること。また、遵守状況について、１

年ごとに報告すること。 

〇併せて、以下の事項を要請する。 

１ 非常災害時における放送の果たすべき重要な役割に鑑み、これまでの大規模災害を踏まえるとともに、近年激甚化・頻発化する気象災害や今後発生が懸念

されている大規模地震等の災害を想定し、災害対応のための体制の充実及び予備送信機、予備電源等の整備等放送施設の安全・信頼性の一層の向上に努め

ること。 

２ 放送の公正かつ能率的な普及の観点から、基幹放送局提供事業者としての役務の提供の一層の効率化に努めること。 


